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 高齢者・障害者が地域で暮らしていくにあたり，できるだけ高いQOLを維持できるようにクリーンエネ

ルギーを活用した充電装置等のインフラ整備や課金システムの構築，シェアリング等による電動バイク・

電動車いす等の新たな活用法を検討することを目的として，日本赤十字社熊本健康管理センターが調査研

究代表団体となって実施した総務省緑の分権改革推進事業「ソーラーを活用した充電装置の整備及び電動

バイク・電動車いす等の新たな活用法に関する実証調査」，その中でも種々の実証フィールドで高齢者等

を対象として実施した電動車いす活用によるQOL評価に関する実証調査の成果を報告する． 
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1. はじめに 

 

 老年期は自己形成の完成の時期であり，それまで

受けてきた様々な制約から離れ，これまで出来なか

った自己実現を果たしたり，長年蓄えてきた自己能

力を他の人々のために役だてたりすることで生きが

いのある生活を行うことが出来る時期である．しか

し，一方では，生物学的な老化現象に伴い身体機能

が低下し，長時間，長距離の自立歩行が困難になっ

てくる時期でもある．この身体機能の低下による移

動能力の低下は，これまで保たれてきた社会活動の

参画に支障を来し，生活の自立性を損ねていく可能

性がある．また，移動能力の低下は社会活動への参

画を困難にし，結果，老年期の生活の質（QOL）の

低下を招く大きな要因となるばかりか，閉じこもり

や認知症や要介護者の前駆段階の高齢者を増やすこ

とにもなり，社会的にも早期対策が期待される．身

体機能が低下する老年期においても可能な限り長い

期間，自分の意志で移動する手段を確保し，自立し

た生活ができるようにするため，移動能力の低下を

補う簡便な移動手段を社会的に整備していくことが

重要である． 

これら高齢者の移動手段を補うものとして電動車

いす等のPersonal Mobility（パーソナルモビリティ，

以後，PMと記す）も一般に市販されているが，必

ずしも多くの人に利用されているとは言い難い．そ

こで，これらのPMの新たな活用法を検討するとと

もに，電動車いすを移動手段として用いた場合，利

用者のQOLにどのような変化や影響を及ぼす可能性

があるかを明らかにする必要がある． 

本研究では，高齢者・障害者が活動機会を担保し

ながら地域で暮らしていくに当たり，できるだけ高

いQOLを維持するための電動車いす等の新たな活用

法を検討することを目的として，日本赤十字社熊本



 

 

健康管理センターが調査研究代表団体となって実施

してきた総務省緑の分権改革推進事業「ソーラーを

活用した充電装置の整備及び電動バイク・電動車い

す等の新たな活用法に関する実証調査3)」のうち，

高齢者や障がい者を対象とした電動車いす利用によ

る種々の健康関連QOL評価方法の有効性について，

種々の実証フィールドで行った実証調査の成果を報

告するものである． 

医学や公衆衛生分野における健康関連QOL評価研

究は，疾患の療後の生活の改善の程度を評価するの

に主眼があった．一方で，公共交通サービスの改善

や道路整備といったマクロ，メソレベルでのアクセ

シビリティやモビリティの質の評価方法の提案や実

証研究1), 2) は，近年，幾つか見られる．しかし，本

研究のように，生活の中へのPMの介入といったミ

クロなインパクトによって生じるかもしれない生活

の質の変化を，活動や参加といった包括的な視点か

ら評価する研究はほとんど無く，新規性がある． 

 

 

2. PMとしての電動車いす 
 

PMとは，歩行と既存の移動体との間を補完する

ツールであり，人が移動する際の1人当たりのエネ

ルギー消費を抑制するという意図のもとに，電動時

アシスト自転車やEVバイクなどのように，従来の

自動車とは異なる移動体として定義されている．そ

れらの中でも，本調査で対象としたのは電動車いす

である． 

電動車いすは（道路交通法施工規則第1条の4第1

項）において規格が定められており，道路交通法上，

電動車いす利用者は「歩行者」扱いとなっている．

その種類は自操用と介助用の2種類に分けることが

できる．自操用は使用者がジョイスティックやハン

ドルを操作するものである．介助用は介助者の負担

を軽減するもので，介助者が操作するものである． 

一般によく見られるものは，自操用のジョイステ

ィック形，ハンドル形である．高齢者をターゲット

として製作されており，利用者の大半が70歳代以上

となっている．あるメーカーの電動車いすの利用者

平均年齢は80歳に近くとなっている．出荷台数は，

2008年は22,957台（ハンドル形が17,131台，ジョイ

スティック形が5,826台）となっており，ハンドル

型が多い．2000年からの推移をみると，ハンドル形

は2000年の29,121台から4割減少している（図-1参

照）．一方，ジョイスティック形については，2000

年の6,596台から800台ほど減少しているものの6,000

台前後で推移している．出荷台数推移では，ジョイ

スティック型は5000～6000台で推移しているが，ハ

ンドル型は2000年以降，減少傾向にある． 

出荷台数減少の要因の1つとして，介護保険法の

施行によって，電動車いすのレンタルに要介護認定

が条件となったことがあげられる．電動車いすレン

タルにおいて介護保険（レンタル料金の1割を自己

負担）を利用する場合，居住する市町村で介護認定

申請が必要で要介護認定を受けた場合は，申請日に

さかのぼって介護保険サービスを受けることができ

るが，介護認定が受けられず，自立と認定された場

合はサービスを受けられず，全額自己負担の一般レ

ンタルと同じ扱いとなる．この制度適用によって，

レンタル会社側が電動車いすのレンタルをやめたケ

ースも多く，結果として出荷台数が減少したと考え

られる． 

介護保険法施行に伴う電動車いすのレンタルが減

少したことを除いても，電動車いすの普及はなかな

か進んでいない状況にある．普及が進まない背景と

して挙げられるのは，購入価格の高さである．各メ

ーカーの主要機種のメーカー希望小売価格をみると，

モデルによって差はあるものの20万円台後半から40

万円台と高額なため，普及の阻害要因となっている

とも考えられる． 

電動車いすは購入価格の高さやレンタル利用時の

要介護認定が必要といったこともあって，普及が進

んでいない現状にある．しかし，メーカーによる利

用者ヒアリングなどから，電動車いすは，高齢者の

行動範囲を広げるだけでなく，安全な移動を支援し，

高齢者の元気を支えていることは明らかといわれて

いる．今後，地域において電動車いすの普及を推進

することによって，県内の高齢者の活力向上のみな

らず，地域コミュニティ全体の活力向上にも繋がる

と考えられる． 

電動車いす普及に向けた取組は，段階を踏んで進

めていくことが望ましい．都道府県や市町村が，普

及のステップを後押し，県内企業や大学，研究機関，

図-1 ハンドル型電動車いすの単年出荷台数 
（出典：電動車いす安全普及協会調） 
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住民も巻き込むことが求められる．例えば，図-2に

示しているような4段階の普及ステップ4)が考えられ

る． 

1)電動車いすの存在を認識してもらう 

最初の段階では，広く県民に電動車いすの存在を

認識してもらうことが重要である．試乗会の積極的

な実施，観光地での電動車いすのレンタルなどが考

えられる．詳細な情報提供とともに，実際に触れる

機会を設けることで，電動車いす広く知ってもらう

ことが目的となる． 

2)電動車いすを生活エリアに入れてもらう 

次に，電動車いすを実際の生活エリアに入れても

らうことである．地域コミュニティ内での電動車い

すのシェアリングや，モニターによる実証調査実施

などを進める．シェアリングや実証調査を通じて，

利用者インタビューやアンケート，その他の数値集

計などによって，電動車いす利用が高齢者をより元

気にすることを明らかにし，それを広く情報発信し

ていくことも想定される．また，シェアリングの自

立的なビジネスモデルなどについても，企業や各種

団体などのノウハウも活かしながら，構築していく． 

3)電動車いすで生活エリア内を自由に移動する 

シェアリングや実証調査の次は，電動車いすが生

活エリアの中を自由に移動する環境を整えることが

必要となる．電動車いすの利用を更に便利にするた

めの環境整備や，通信ネットワークを活用した新た

な機能付加に関する実験などを進める．ハード，ソ

フト両面からの取組が求められる． 

4)電動車いすと他の移動体が繋がり，行動範囲が広

がる 

段階的な取組を経て，電動車いすが地域に根ざし

た後，例えばバスや市電といった公共交通機関との

連携や，新たな機能付加といった動きに発展するこ

とが期待される．一連の取組によって，電動車いす

を利用する高齢者の活力が更に向上し，それが地域

コミュニティ全体の活性化に繋がるだけでなく，機

能付加については新たな産業分野の創出も視野に入

れて，地元の企業や大学，研究機関の積極的な参画

が求められる． 

 

 

3. 実証調査のフィールドと評価方法 
 

(1)  実証調査のフィールド 

 電動車いすの移動手段としての可能性や活用法を

検討するとともに，これらの移動手段を用いること

で被験者のQOLに及ぼす影響を調査するために，以

下の3箇所の実証調査フィールドを選定した．これ

まで電動車いすの利用の多くが，都市中心部での利

用ではなく郊外での利用であること，集合住宅での

共同購入や共同利用ではなく個人住宅での個人所得

による個人利用であることから，今回は，都市中心

部の高齢者集合住宅での共同利用（高齢者共同利用

モデル），介護施設での共同利用（介護施設共同利

用モデル）の2カ所を対象とした．また，これまで

の利用者は健常人の利用ではなく，身体機能低下等

による自立歩行能力の低下を自覚する人の利用であ

ったことから，健常者で自立歩行能力の低下を自覚

していない利用者による地域利用（健常者生活基盤

モデル）を対象とした（図-3参照のこと）． 

a) フィールドA（高齢者共同利用モデル） 

 「ケアハウス下通り」（高齢者集合住宅）は熊本

市中心部の下通アーケード脇にある利用定員20名の

高齢者用マンション（有料老人ホーム）である．周

辺は商業地域であり，日常生活を行うには非常に便

利な立地ではあるが，個人でPMや自動車などを所

 

図-2 電動車いすの普及イメージ 
（出典：熊本県「電気エネルギーの活用による次世代交通システム

推進事業検討委員会」報告資料） 図-3 電動車いすの所有と利用と範囲のモデル 



 

 

有するスペースがないため，居住者は日常の移動を

歩行（歩行補助具等の利用を含む）やタクシーやバ

ス等の公共交通機関に頼っている． 

b) フィールドB（健常者生活基盤モデル） 

熊本市郊外部の北区植木町にある「かがやき館」

は，プールやトレーニングルーム，視聴覚室や会議

室を備えた健康福祉センターであり，そこには日頃

から健康や文化に関心が高い生活者が通っている．

これらの施設の利用者は，その大半が歩行で通える

範囲に居住しているが，車やバイクなどを通所の手

段としている．周辺は整備された公園や病院などが

立地する住居系の用途であるが，そこまでは自動車

交通量が非常に多いにもかかわらず狭隘な歩道しか

設置されていない国道3号線を利用する必要がある． 

c) フィールドC（介護施設共同利用モデル） 

「天寿園」は，特別養護老人ホームやケアハウス，

グループホーム，デイサービス施設などを併設した

熊本市郊外部に立地する介護施設である．市街化調

整区域にあり，周辺は平坦でのどかな田園地帯であ

る．ここへ通所または入所されている方は，既に要

支援などで歩行能力に問題を有する場合が少なくな

く，日常の移動は介護施設所有の車や車いす，歩行

補助具等の利用が多く，また，自らで移動する機会

は少ない． 

 

(2) 評価方法 

 QOL向上を評価するために，これまでに電動車い

すを利用したことがない各フィールドの対象者に電

動車いすを一定期間（約1ヵ月～3ヵ月）貸与し，そ

の前後でのQOL等を比較する． 

医学や公衆衛生分野ではQOLの評価方法（スクリ

ーニングツール）として，WHOQOL26（WHO），

QOL20（QOL研究会：日本オリジナル），高齢者抑

うつ尺度（Geriatric Depression Scale; GDS）などが

ある．これらは，疾患の療後の生活の改善の程度を

評価するのには有用である．しかし，生活の中での

PMの利用といったミクロなインパクトによって生

じるQOLの変化を，活動や参加といった包括的な視

点から評価したい．また，これらの包括的評価と個

人の活動範囲の拡大や個人の身体の活動能力の変化

との関係を明らかにしたい． 

そこで，ここでは，(1)高齢社会におけるモビリテ

ィの活用法と社会基盤整備，(2)高齢者のQOLとモビ

リティ，(3)高齢者のモビリティと総合身体機能，

(4)高齢者のモビリティ活用におけるケーススタディ，

(5)介護施設におけるモビリティ活用と今後の期待，

(6)高齢者のモビリティ活用における総合評価などを

可能にする下記の指標を用いた． 

a) Medical Outcomes Study 36-Item Short-Form 

（SF-36™） 

健康関連QOL（HRQOL: Health Related Quality of 

Life）を測定する科学的で信頼性・妥当性を持つ尺

度とされている．SF-36TMは1993年に米国Medical 

Outcomes Studyで作成され，概念構築の段階から計

量心理学的な評価に至るまで十分な検討を経て，

120カ国語以上に翻訳されて国際的に広く使用され

ている指標で，現在，オリジナルのSF-36TM日本語版

version1.2）を改良したSF-36TMv2が標準版として使

われている． 

健康関連QOLを測定する尺度は，大まかに包括的

尺度と疾患特異的尺度に分類されるが，SF-36™ ®は

前者の包括的尺度に位置づけられる．すなわちSF-

36TMはある疾患に限定した内容ではなく，健康につ

いての万人に共通した概念のもとに構成されている

ため，疾病の有無，健康障害の有無にかかわらず，

幅広い人にQOLを測定することができる．このため，

疾病の異なる患者間でQOLを比較したり，健康障害

のある人とない人でも同じようにQOLを比較したり

できる利点を有している．さらに，健康関連QOLと

いう共通した概念で構成されているので，健康とい

われる状態から病気にかかっている状態まで連続的

に評価することもできる． 

自己記入回答式過去1ヵ月の健康状態に関する36

の質問で構成され，2つの尺度— 身体・精神（8つの

下位尺度より算出）で評価される．8つの下位尺度

とは，1) 身体機能Physical functioning（PF），2) 日

常役割機能（身体)Role physical（RP），3) 体の痛み

Bodily pain（BP），4) 全体的健康感General health

（GH），5) 活力Vitality（VT），6) 社会生活機能

Social functioning（SF），7) 日常役割機能（精神) 

Role emotional（RE），8) 心の健康Mental health

（MH）である．詳細を表-1に示す．これらの項目

についてある時点から過去1ヵ月に渡る主観的健康

状態を尋ねる質問票である． 

b)  Life-Space Assessment （LSA） 

 個人の生活行動範囲を評価する指標で米・国立老

齢化研究所（NIH）の研究助成金により社会参加を

研究するツールとしてアラバマ大学バーミンガム校

（UAB）で開発された．Life-Space Assessment は個

人の生活の空間的な広がりにおける移動を評価する

指標で，その目的は，評価実施前の1ヵ月間におけ

る個人の通常の移動パターンを評価することにある．

ここでの生活の空間的な広がりとは日常の生活活動

を営むために移動（外出）した距離によって規定さ



 

 

れる．このため，個人が自分の生活している住居か

ら出かけた距離および頻度，そして自立の程度の積

が得点となる．生活空間の原点（始点）は個人の寝

室からと定義し，そこからの距離で示され，これら

生活空間に関するレベルは，Life-Space 0 Bedroom

（寝室），Life-Space 1 Home（住居内），Life-Space 

2 Outside（居住空間のごく近くの空間），Life-

Space 3 Neighborhood（自宅近隣），Life-Space 4 

Town（町内），Life-Space 5 Unlimited（町外）のよ

うに示される． 

生活空間の定義は人々によって様々であり，個人

個人で必ず一致するとはいえないが，個人内では一

致するとされており，介入前後の広がりを比較する

には問題はないとされる．この指標の開発者らの調

査では，Life-Space 3 Neighborhood（自宅近隣）は対

象者の 60％は自宅から 800m 以内を自宅近隣として

いる．また，Life-Space 4 Town（町内）とLife-Space 

5 Unlimited（町外）は対象者の92.5％が16km以上を

居住する町外の外出としている． 

LSAはLSA＝活動×頻度×自立度で表され，得点は

生活範囲レベル1～5までの合計点となり0～120点で

評価される． 

c) Elderly Status Assessment Set（E-SAS） 

 身体の活動能力なども総合的に評価する指標で，

日本理学療法士協会が厚生労働省から老人保健事業

推進等補助金事業の交付を受け，開発したアセスメ

ントセットである．E-SASは介護予防事業の効果を，

単に運動機能評価（筋力やバランス）で評価するの

ではなく，利用者が地域における生活を獲得できた

かという視点で評価することをねらったアセスメン

トセットであり，(1)LSAに加えて，(2)転ばない自信，

(3)入浴動作，(4)歩く力，(5)休まず歩く力，(6)人と

のつながりという5つの評価指標を組み合わせて総

合的に評価できる特徴を有している．また，イキイ

キとした地域生活を営むために必要な要素のどこが

欠け，補う必要があるのか，介護予防前後でどのよ

うに変化したかを利用者とその家族，また介護予防

等に関わるスタッフにもわかりやすく表示されるよ

うに工夫されている． 

d) Activities Monitoring and Evaluation System

（A-MES） 

 日常の動作をモニタリングする仕組みで，熊本市

にある介護老人保健施設清雅苑と(財)くまもとテク

ノ産業財団電子応用機械技術研究所との共同開発さ

れた製品．被験者の体幹部と大腿部に加速度センサ

ーを装着し，そのデータを記録することで，(1)24時

間の動作状態（臥位・座位・立位・車椅子駆動・歩

行），(2)臥位の状態（背臥位・右側臥位・左側臥

位・腹臥位），(3)姿勢変換回数（立ち上がり・起き

上がり・寝返り回数など），(4)各動作の総時間及び

最大持続時間，(5)1時間ごとに各動作状態が占める

割合を解析することができる． 

主として，リハビリテーションやケアの領域にお

いて，被験者の日常生活の状況を性格に把握するこ

とを目的に開発されている．A-MESでは2つの加速

度センサーとデータロガーで測定したデータを専用

ソフトで解析することにより，対象者の動作状態を

長時間（24時間以内）モニタリングし評価すること

が可能なため，電動車いす使用時と未使用時の動作

状況を把握することが可能である． 

 

 

表-1 SF-36™の 8 つの下位尺度 

下位尺度名 
略

号 

得点の解釈 

低い 高い 

身体機能 
Physical functioning PF 

入浴または着替えなどの活動を自力で行うこと
が，とてもむずかしい 

激しい活動を含むあらゆるタイプの活動を行う
ことが可能である 

日常役割機能（身体） 
Role physical RP 

過去 1 ヵ月間に仕事やふだんの活動をした時に
身体的な理由で問題があった 

過去 1 ヵ月間に仕事やふだんの活動をした時
に，身体的な理由で問題がなかった 

体の痛み 
Bodily pain BP 

過去 1 ヵ月間に非常に激しい体の痛みのために
いつもの仕事が非常に妨げられた 

過去 1 ヵ月間に体の痛みは全然無く，体の痛み
のためにいつもの仕事が妨げられることは全然
なかった

全体的健康感 
General health GH 健康状態が良くなく，徐々に悪くなっていく 健康状態は非常に良い 

活力 
Vitality VT 

過去 1 ヵ月間，いつでも疲れを感じ，疲れはて
ていた 

過去 1 ヵ月間，いつでも活力にあふれていた 

社会生活機能 
Social functioning SF 

過去 1 ヵ月間に家族，友人，近所の人，その他
の仲間との普段のつきあいが，身体的あるいは
心理的な理由で非常に妨げられた

過去 1 ヵ月間に家族，友人，近所の人，その他
の仲間との普段のつきあいが，身体的あるいは
心理的は理由で妨げられることは全然なかった

日常役割機能（精神） 
Role emotional RE 

過去 1 ヵ月間，仕事やふだんの活動をした時に
心理的な理由で問題があった

過去 1 ヵ月間，仕事やふだんの活動をした時に
心理的な理由で問題がなかった 

心の健康 
Mental health MH 

過去 1 ヵ月間，いつも神経質でゆううつな気分
であった 

過去 1 ヵ月間，おちついていて，楽しく，おだ
やかな気分であった 



 

 

e) International Classification of Functioning

（ICF） 

SF-36™ を用いて評価することで電動車いす介入

前後の包括的なQOLは評価できるがQOLの変化が必

ずしも電動車いすの因子による変化かどうかは定か

ではない．そこで，電動車いすの介入によって日常

生活の活動と参加がどのように変化したかを国際生

活機能分類 International Classification of Functioning 

（ICF）の用いたインタビューガイドを作成しヒア

リング調査を実施した． 

このICFは，生活や参加，環境因子などQOL評価

に必要な因子を評価する国際機能評価であり，これ

までのWHO国際障害分類（ICIDH）に替わり，2001

年の第54回総会においてその改訂版として採択され

た．従来のICIDHは身体機能の障害が生活機能の障

害を招来し社会的不利が起きるという観点で分類さ

れていたが，ICFは環境因子という観点を加え，バ

リアフリー等の環境などのように環境因子を評価で

きるように構成されている． 

ICFは，生活機能や障害が「心身機能・身体構

造」，「活動」，「参加」の3つの次元，及び「環

境因子」等から影響を及ぼされるように構成されて

いる．これらの因子はさらに約1,500項目に詳細分

類されており，障がい者だけでなく，保健・医療・

福祉サービスや社会システムや技術のあり方につい

ても評価できる可能性を有している（図-4参照）． 

 

(3)  実証調査仕様電動車いす 

今回のQOL評価で使用する実証調査仕様電動車い

す「モンパル」は，電動車いすの移動内容（量と

質）とQOLを正しく評価できるように，市販のもの

をベースに，(1)走行経路を正しく把握するための

GPS装置，(2)利用者操作を把握するため操作データ

ロガー，(3)携帯電話網を活用してこれらのデータを

一定間隔で遠隔送信ができる通信機器を付加してい

る．また，(4)走行状態の視覚化を可能にするドライ

ビングカメラも装備した（図-5参照）． 

 

 

4. 電動車いすの活用法に関する実証調査 
 

(1) 実証調査の日程と予備調査の結果 

実証調査は図-6に示す日程で実施された．調査の

前に行った試乗会の開催時に，参加者を対象にQOL

評価設計のためのプレテストを実施した．その結果

を表-2にまとめた．電動車いすを知らなかったとす

るものが7割を占めており，電動車いすという移動

手段についての認知度が意外と低いことを示した．

また，試乗後の感想は良い印象を持つ者が多く操作

は簡単とするも，安心して乗れないと回答する者が

約半数あり，電動車いすの試乗だけでは安全性の心

理的障害（バリア）がなくならないという結果であ

った．これらの結果をもとに実証調査を開始するに

あたり，利用者の心理的バリアをできるだけ少なく

する目的で，調査開始前に利用者が簡単に電動車い

すの操作を仮想体験できるシミュレーターを各フィ

ールドに準備することにした． 

 

(2) 実証フィールドでの対象者 

 各フィールドの被験者の属性や各種評価質問の受

図-5 調査仕様電動車いすへの追加機能 

図-6 実証調査時間的経緯 

＋ ＧＰＳロガー

＋ ＧＰＳロガー
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実証実験開始

１

キックオフ

第２回
検討会議

第３回
検討会議

・投入ハード情報提供
・課題認識/成果への期待など共有

安全運転指導
配車

■ フィールドC

＋ ＧＰＳロガー

■ フィールドA

安全運転指導

■フィールドB

・試乗会

図-4 ICF による QOL 評価 



 

 

診状況，モンパルの利用状況などを表-3に簡単に示

す．最終的には13名が後の分析の対象者になった． 

フィールドAの高齢者集合住宅「ケアハウス下通

り」の利用者で電動車いすの共同利用を希望したの

は3名で，いずれも研究内容の説明を受け，実証研

究の参加に同意した．日常の移動は歩行（歩行補助

具等の利用を含む）や公共交通機関（タクシーやバ

ス等）に頼る生活をしており，その生活圏での電動

車いすの利用動向とQOLおよびQOL関連因子につい

て調査した．なお，既に家族等がなく，家族同意が

困難な場合は施設管理者が本人同意を確認すること

で家族同意とした． 

 フィールドBの郊外の運動施設「かがやき館」の

利用者は，日頃から健康に関心が高く，施設内の運

動施設を利用している．しかし，この運動施設まで

の移動手段は多くの者が自家用車を利用しており，

歩行や公共交通機関の利用は極めて少ない．電動車

いすの利用を希望したものは19名であったため，利

用期間を1ヵ月間とし，ローテーションによる電動

車いすの利用を計画した．最初のグループ6名はい

ずれも研究内容の説明を受け，実証研究の参加に同

意した．利用者の日常の移動手段は主として自家用

車であるため，自家用車または歩行の代替として

個々の生活圏での電動車いすの利用動向とQOLおよ

びQOL関連因子について調査することにした． 

また，この「かがやき館」ではローテーションに

よる複数グループの利用を計画していたが，2期目

の利用者が利用開始する11月中旬になると寒さが厳

しくなったため，当初，利用を希望していた方が利

用を辞退され，最初のグループの方の6名のうち5名

は継続して利用してもいいということであったので，

最初の利用者に継続利用をお願いした． 

 フィールドCの介護施設「天寿園」の通所または

入所されている方は，既に要支援などで歩行能力に

問題を有する方が多く，日常の移動も車いす，歩行

補助具等を利用している．電動車いすの利用を希望

したものは4名でいずれも研究内容の説明を受け，

実証研究の参加に同意した．日常の移動手段は車い

すまたは歩行補助具等であることから，これらの代

替としての電動車いすの利用動向とQOLおよびQOL

関連因子について調査することにした． 

 

表-2 予備調査の回答 

設問 回答 内容（意見） 
1.性別 男性 3 名， 女性 4 名 
2.年齢 50 代 1， 60 代 1，70 代 2， 80 代 3
3.要介護度 要介護 1 3 名，要介護 2 3 名，要介護 3 1 名

4.運転免許 有 4 名，無 3 名（2 名免許返納） 
モンパルを
知っていた
か？ 

知らなかった 5 名 

知っていた 2 名（知人利用 2 名） 

試乗した感
想は？ 

良かった  
6 名 

・ちょっと怖い 
・車いすよりいい， 
・スピードでなくていい 
・安定感ありぶれない，片手で
も大丈夫 

不明 
1 名 

・最初はこわかった．事故おこ
す．途中慣れたけどまだ．

操作感 

簡単だった  
6 名 

・左半身麻痺あるが大丈夫
・1 回覚えると大丈夫．前進・
後退のスイッチ固かった． 
・わかりやすい 

難しかった  
1 名   

1 人で安心
して乗れる
か？ 

安心して乗
れる 4 名 ・ちょっと練習すれば 

安心して乗
れない 3 名 

・指導のもとであれば
・人がついていれば大丈夫（以
前，事故に遭っている）

価格は？ 
高い 3 名 ・スクーターの値段くらい
適当 1 名  
無回答 3 名  

今後利用し
たいか？ 

はい 4 名 

買い物 2，通院 3，親戚・友人
宅 
・2kmくらいなら行ってみた
い．将棋の場所まで．今は車い
すばかり． 

いいえ 3 名 

・タクシーが楽 
・筋力低下予防のため訓練をし
ているので 
・いやです 

感想 

・スピード 10km くらい必要．レンタルあれば
有り難い 
・外出して写真取るのが趣味．自転車を使って
いた 
・人がついているのもイヤ．1 人がいい 
・（天寿園スタッフ意見）ハンドルを握る部分
の幅が広いと感じる方がいるのではないか．

 

表-3 実証調査被験者 

CODE id AMES ICF

利
用
頻
度

性
別 

家
族
同
意 

前
問
診 

前
T
U
G
握
力 

後
問
診

後
T
U
G
握
力

A-1 1  L  男 △ ○ ○ ○ ○

A-2 2  K  男 ○ ○ ○ ○ ○

A-3 3 J ◎ 女 △ ○ ○ ○ ○

B-3 女 

B-4 女 

B-5 4 B ○ 男 ○ ○ ○ ○ ○

B-6 5 ● A ◎ 男 ○ ○ ○ ○ ○

B-7 6 × 男 ○ ○ × × ×

B-8 7※ ● C ◎ 男 ○ ○ × ○ △

B-9 女 

B-10 女 

B-11 8※ D ○ 男 ○ ○ ○ ○ ○

B-12 女 

B-13 男 

B-14 男 

B-15 女 

B-16 女 

B-17 男 

B-18 9 E △ 女 ○ ○ × ○ ○

B-19 男 

C-1 10 I ◎ 男 ○ ○ ○ ○ ○

C-2 11 H ○ 女 ○ ○ ○ ○ ○

C-3 12 G 女 ○ ○ ○ ○ ○

C-4 13 F × 女 ○ ○ ○ × ×



 

 

(3) SF-36TMによるQOL変化 

評価値は，8つの健康特性の下位尺度得点を0から

100点までの範囲で表した0－100得点と，これを日

本国民全体の国民標準値が50点，標準偏差が10点に

なるように標準化したものを国民標準値に基づいた

スコアリング（NBS: Norm-based Scoring）得点とし

たものがある．図-7には前後でのSF-36™（0-100得

点）の平均の差（n=10）を示す．PF，BP，GH，VT，

SF，MHが低下し，RP，REが向上している． 

電動車いすの導入前調査が10月初旬～中旬の比較

的温暖な時期に行われたのに対し，導入後調査が行

われた12月中旬以降は寒さが厳しい時期であったこ

とが身体機能の低下や身体の痛みが生じ，その結果，

全体的な健康観，活力が低下させ，社会生活機能も

低下したとも考えられる．QOL評価をSF-36™のよ

うな包括的評価で行うと，全ての環境因子の変化を

反映することから，評価の時期等についても十分注

意を払う必要性がある．一方，日常役割機能につい

ては身体面，精神面ともに向上しており，仕事やふ

だんの活動をした時の身体的または精神的な理由で

の問題が少なくなったことがうかがえる．この理由

については個別評価での結果をもとに理由を解析す

る必要性があると考えられた． 

 実施フィールド別の前後比較については別途説明

するが，ここでは，フィールドBにおけるNBS得点

の前後比較結果を図-8に示す．電動車いすの導入前

では国民標準値を大きく下回っていたRP，REは導

入後には大きく向上し，他の下位尺度と同様，国民

標準値に近い値を示した．その他の下位尺度は国民

標準値に近い値を示し，電動車いすの導入前後で大

きな変化は認められなかった． 

 

(4) LSAによるQOL変化 

 LSAスコアは，各生活範囲レベルにおける活動×

頻度×自立度で構成され，最近一ヵ月間の生活範囲

張る週に出かける頻度×自立度×生活範囲レベル

（1～5）で示される，合計点は5段階合計で0～120

点の範囲で示される．電動車いすの利用者で事前調

査の結果を得ることができた13名（フィールドA：3

名，フィールドB：6名，フィールドC：4名）と事

後調査の結果を得ることができた10名（フィールド

A：3名，フィールドB：5名，フィールドC：2名）

のLSAのスコアと電動車いすの利用頻度を対応させ

たところ，LSAスコアが電動車いすの導入前後で低

下した者は4名，向上した者は4名，変化ない者は2

名であった．電動車いすの利用頻度が高い被験者ほ

ど各生活活動範囲の広がりが認められた（表-4参

照）． 

 

(5) E-SASによるQOL変化 

 E-SASの5つの評価項目別に電動車いす導入前後

の平均値と標準偏差，および前後の平均値の差の検

定の結果を表 -5に合わせて記した．差の検定に

Wilcoxon の符号順位検定を用いた．E-SASの評価項

目のうち，介入前後の平均値の差でみると，全体で

は生活のひろがり，歩く力，人とのつながりが低く

なる傾向が認められたが，統計的には有意差を認め

られなかった． 
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図-7 SF-36™ （0-100 得点）の平均差（n=10） 
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図-8 フィールド B の平均値の変化 

表-4 LSA スコアと利用頻度 

対象者 Before After 差 利用頻度 

A 
1 120.0 102.0 -18/0 △
2 84.0 24.0 -60.0 △
3 49.5 63.0 13.5 ◎

B 

4 102.0 120.0 18.0 ◯
5 66.0 84.0 18.0 ◎
6 120.0 未回答 - ☓
7 84.0 84.0 0.0 ◎
8 120.0 63.0 -57.0 ◯
9 120.0 63.0 -57.0 △

C 

10 22.5 54.0 21.5 ◎
11 120.0 120.0 0.0 ◯
12 18.0 未回答 - ☓
13 19.5 未回答 - ☓



 

 

(6)  A-MESによるQOL変化 

電動車いす利用者のうち，利用頻度が比較的高い

2名の電動車いすを利用した日と利用しない日の動

作状況をActivities Monitoring and Evaluation Systemで

解析した．同一人物の電動車いす利用した日と利用

しなかった日に個別にA-MESのセンサーを装着し，

日常と変わらない普通の生活を行ってもらい，動作

状態（臥位・座位・立位・車椅子駆動・歩行），姿

勢変換回数（立ち上がり・起き上がり・寝返り回数

など）の項目や状態を計測した．図-9に加速度セン

サーの記録波形を示す． 

この波形より，2名とも電動車いすを利用した日

で歩行時間が多くなることを示した．利用者id5で

は電動車いすを利用しない日の歩行時間は165分で

あるのに対して，電動車いすを利用した日の歩行時

間は246分へ，利用者id7も36分から65分へと，それ

ぞれ1.5倍，1.8倍になっている．電動車いすを日常

生活で利用し始めると一般的には歩行機会が少なく

なることが心配される場合が多いが，フィールドB

のように日常で歩くことにまだ不自由がない人が電

動車いすを利用しても，歩行時間が短くなる傾向は

認められず，むしろ歩行時間を増やす要因として働

いたことを示している． 

 

 

5. ICFによるQOL評価 
 

(1) ICFに基づくQOL調査方法 

 SF-36™の評価を補強するために，ICFの「活動と

参加の基準(暫定案)」に基づいて作成した「インタ

ビューガイド」5), 6) を用いて，調査対象者個々に半

構成的面接を実施し，「活動activity:課題や行為の

個人による遂行」，および「参加participation:生

活・人生場面への関わり」の評価を行った．ここで

は，ICFにおける「活動」，および「参加」の観点

からみた主観的QOL評価に対応したインタビュー方

法を示す． 

対象者の内訳は，自宅で生活し介護予防事業に参

加している高齢者4人，自宅で生活しディサービス

を利用している高齢者2人，ケアハウスで生活する

高齢者4人，その他自宅で生活する40代の主婦1人，

自宅で生活する20代の身体障がい者（有職者）1人

である． 

インタビューガイドは，まず，ICFの「活動」お

よび「参加」の9分類項目に基づき，専門家委員の

意見を踏まえて案を作成した．「活動」は個人的な

観点からとらえた生活機能を表すことから，原則と

して主観的評価とする．社会的な観点からとらえる

「参加」については，半構成的面接により設問の意

図を理解できるよう配慮するものとした． 

次に，平成22年11月15日の電動車いす使用後約1

ヵ月の対象者への合同面接時に認められた発言の内

容を考慮して修正し，インタビューガイドを完成さ

せた．内容は，全9分類項目の(1)学習と知識の応用，

(2)一般的な課題と要求，(7)対人関係，(9)コミュニ

ティライフ・社会生活・市民生活から各2項目，(3)

コミュニケーション，(4)運動・移動，(5)セルフケ

ア，(6)家庭生活，(8)主要な生活領域から各1項目の

13項目の設問と「その他」である．項目ごとの質問

の詳細を表-7に示す． 

このインタビューガイドを使用して，1人の研究

者が12人の対象者に個別に半構成的面接を実施し，

13項目の設問に対し3件法で主観的評価を行い，回

答の根拠や意見・感想をヒアリングした．半構成的

面接の時間は，その他の項目を含めて1人30分以内

とし，対象者の同意を得て録音し，そのデータをイ

ンタビューガイド用紙に記入した．調査期間は平成

22年11月30日～12月20日である．  

 

(2) 定量化の方法と分析結果 

 13項目の設問それぞれに対する3件法による回答

を，「はい」を2点，「どちらでもない（かわらな

い）」と「いいえ」を0点として定量化する．質問

図-9 A-MES 加速度センサーの記録波形 

表-5 E-SAS 評価項目別の変化 

評価項目 Before After 有意差

生活の広がり 79.0±43.8 70.4±37.0 n.s. 

こればない自信 33.6±6.1 33.5±7.3 n.s. 

休まず歩ける距離 4.4±1.8 4.6±1.4 n.s. 

入浴動作 9.3±1.7 9.3±1.3 n.s. 

歩く力 14.0±6.6 10.5±4.1 n.s. 

人とのつながり 15.2±8.3 12.7±6.5 n.s. 



 

 

ごとの「はい」の比率を表－6に，被験者ごとの全

質問項目に対するスコアを表－7に示す．また，そ

の回答の根拠や意見・感想とその他の項目について

述べられた内容を整理し，QOLへの影響を分析する

データとした．以下に，ICFの「活動」および「参

加」の9分類項目に基づき作成したインタビューガ

イドの結果とSF-36™による評価を対応させて分析

を試みる． 

 包括的なQOLを評価するSF-36TMでは，環境因子

として電動車いすを日常生活に介入するだけでは

QOLの改善効果を明確にすることはできなかった．

ICFによる評価においても，スコアが20点以上改善

した被験者は2人にとどまるなど，その効果を明ら

かにすることはできなかった．しかし，ヒアリング

で得た内容には，QOLへの正の影響が示唆された．

SF-36TMはQOLの包括的評価を行う代表的な評価方

法ではあるが，ICFを活用した半構成的面接では，

SF-36TMの設問や得点では拾いきれない小さな変化，

たとえば車では味わえない景色を楽しみながらの外

出（id-A），電動車いすを利用しない外出機会の増

加（id-EやK），孫と遊ぶのが苦手だった人が電動

車いすの話題がもとで話すようになる（id-B）など，

明らかにQOL改善を示唆する回答を得ることができ

た．さらに，電動車いすに出会えて良かった（id-

I）や，食生活ががらりと変わった（id-E）という比

較的大きな変化を伴った対象者も確認することがで

きた． 

 これらのインタビュー内容をもとに，a)電動車い

す活用状況と主観的QOL評価の関連，b)主観的QOL

が高かった電動車いす活用とコミュニケーション，

c)主観的QOL評価が低かった「主要な生活領域」と

「コミュニティライフ・社会生活・市民生活」，d)

主観的QOL評価の総合点が低かった対象者について，

詳細な考察を行った． 

表-6 ICF設問の内容と回答 

No. 設問 Yes 
(%) 

1 モンパルの操作（扱い）を修得することに積
極的に取り組みましたか 

83.3

2 
モンパルを使用するようになって，これまで
できなかった課題（こと）に意欲的に取り組
んだり，行ったりするようになりましたか 

41.7

3 モンパルを使用するようになって，日課など
の課題を行うことが簡単になりましたか 

33.3

4 モンパルを使用するようになって，新しい日
課などができましたか 

50.0

5 

モンパルを使用するようになって，家族や友
人，隣人などとのコミュニケーション(会話)の
機会が増えましたか．＊話題はモンパルに関
することに限らない． 

83.3

6 

モンパルを使用するようになって，外出の頻
度や自宅内外での体を動かす動作が増えまし
たか，これまで行かなかったような場所へ行
くなど行く場所が増えましたか． 

50.0
 

7 
モンパルを使用するようになって，通院など
の近隣への移動が簡単になりましたか（苦に
ならなくなりましたか）． 

50.0

8 
モンパルを使用するようになって，家庭の中
で何か役割を担うようになりましたか．＊た
とえば買い物，ごみ出し，モンパルの手入れ 

25.0

9 モンパルを使用するようになって，新しい人
との関係（仲間）ができましたか． 

41.7

10 モンパルを使用するようになって，家族の絆
が深まりましたか． 

25.0

11 モンパルを使用するようになって，何か仕事
（畑，庭仕事）をするようになりましたか． 

8.3 

12 
モンパルを使用するようになって，何か社会
的な役割を担うようになりましたか(社会的な
団体に参加するようになりましたか）． 

16.7

13 モンパルを使用するようになって，遊びや趣
味活動が増えましたか． 

16.7

表-7 ICF に基づく 9 項目 13 質問に対する被験者のスコア

 

注）項目の(1)～(9)は本文中の項目の説明に対応している 



 

 

a) 対象者の電動車いすの活用状況と主観的QOL評

価 

 電動車いすの活用状況による主観的QOL評価の総

合点数で，“1人で自由に乗れる状況にある”と回答

した8人の平均は13.25点，“1人で自由に乗れる状況

にない”と回答した4人の平均は5.0点であった．差を

t検定で検定すると有意差（p<0.05）を認めた．これ

らのことから，電動車いすを1人で操作できる能力

があり自由に操作し移動できる環境が整っている人

ほどQOL向上が期待できると考えられる． 

 今回の設問1では，電動車いすの操作に12人中10

人が積極的に取り組んだと答え，それ以外の2人に

ついても，操作は簡単で積極的に取り組むほどでも

なかったという回答であった．対象者12人は，全て

電動車いすの操作には能力的な問題はないと考えら

れたが，家族の理解が得られない，職員がついてい

ないと人通りが多くて怖い，という理由で，4人が

自由に利用できない環境にあった． 

b) 主観的QOL評価が高かった電動車いす活用とコ

ミュニケーション 

 主観的QOL評価の得点が20点である設問は，前述

した設問1の「電動車いすの操作（扱い）を修得す

ることに積極的に取り組みましたか」と設問5の

「電動車いすを使用するようになって，家族や友人，

隣人などとのコミュニケーション（会話）の機会が

増えましたか．＊話題は電動車いすに関することに

限らない」の2項目であった． 

 12人中10人がポジティブな評価をしており，電動

車いすの話題で近所の人や家族と話す機会が増えて

いる．家族と話す機会が増えたと答えたid-BとEとK

は，設問10で家族との絆も深まったとする．id-Bは，

子供嫌いで孫と遊んだことがなかったが，孫と電動

車いすの話題で話すようになった，id-Kは，夫婦仲

良くなって電動車いす使用により障がい者の気持ち

がわかり，不自由になったら助けあわないといけな

いと思うようになったと答えた． 

 注目されるのはid-Eであり，電動車いすの活用を

きっかけとしてエコに関心をもつようになったり，

自ら電動車いすを見に行ったり，これまで話したこ

とがなかった人とも話すようになったなど，新しい

人間関係を構築している．id-Eは40歳代で，息子に

喘息の既往があるために，排気ガスが出ない電動車

いすに強く関心をもつと同時にエコに興味をもつよ

うになった，と回答している． 

 

 

 

c) 主観的QOL評価が低かった「主要な生活領域」

と「コミュニティライフ・社会生活・市民生

活」 

 「主要な生活領域」の設問11「電動車いすを使用

するようになって何か仕事（畑・庭仕事ほか）をす

るようになりましたか」（ポジティブ評価1人），

と「コミュニティライフ・社会生活・市民生活」の

設問12「電動車いすを使用するようになって，何か

社会的な役割を担うようになりましたか」（ポジテ

ィブ評価2人），設問13「電動車いすを使用するよ

うになって，遊びや趣味活動が増えましたか」（ポ

ジティブ評価2人）である． 

 これらの設問は，電動車いすを自由にある程度の

期間活用しなければ結果が出ない項目であると考え

られた．実際，3つの設問全てにポジティブ評価を

したのはid-I，2つの設問にポジティブ評価をしたの

はid-Eであり，2人とも1人で自由に乗れる環境にあ

る．id-Iは車の運転が不可能となって今後の移動手

段に電動車いすを考え，これまで実施していた車い

すでのセルフケアを全て電動車いすで実施している．

id-Eは年齢も若く，関心の広がりが生活のそのもの

の幅を広げたと考えられる．また，高齢者について

は，いまだ自家用車を自ら運転している人が6人お

り，電動車いすを活用することで，生活の幅が広が

るという結果には至らなかったと考えられる．しか

し，自家用車を運転するid-Kは，「将来不自由にな

ったら電動車いすを利用してどこにでも行きたい」

と語った．よって，「主要な生活領域」と「コミュ

ニティライフ・社会生活・市民生活」のQOL評価は，

追跡調査が必要である． 

d) 主観的QOL評価の総合点が低かった対象者 

総合点が2点だったid-C，F，G，4点だったid-L，

6点だったid-Jを比較すると，id-F，G，Lは職員がつ

いて，事業所内のみ，あるいは1度だけの電動車い

す使用のために，主観的QOLに影響を与えるには至

らなかったと考えられる．また，id-Fは，別途実施

した調査研究介入時の長谷川式の調査で，認知力の

低下を自覚し，意欲を失ってしまったことが面接時

にわかった． 

 しかし，1人で自由に乗れる環境にあって電動車

いすに乗った頻度も高く，電動車いすへの不満も語

られなかったid-Cを認めた．理由はわからないが，

当初，実母や配偶者も研究参加への意向を示してい

たが，実母は3回練習して挫折し，配偶者は恥ずか

しいと言って参加しなかったことも影響したのでは

ないかと推察できる． 

 総合点が6点だったid-Jは，当初，電動車いす使用



 

 

に最も期待を寄せていたが，電動車いすを使用して

外出した先のアクセスが悪いことなどに失望してし

まっている．id-Jの電動車いすを活用しての意見や

感想は，今後電動車いすの活用を勧める研究チーム

にとって貴重なものである．我々研究チームの責務

は，id-Jから学んだ段差を降りる際のバウンドの激

しさや，歩道の傾きへの対応の困難さなど，電動車

いすの機能に関する不都合については電動車いすの

製作所に，アクセスの悪さについては行政に改善を

求め，高齢者や障がい者の移動手段に関する課題を

できるだけ多くの関係機関に伝えることである． 

 

 

6. おわりに 
 

本研究は，電動車いすの利用が高齢者や障がい者

のQOLの変化に与える影響を定量化する方法を確立

することを目的として，医学や公衆衛生の分野で利

用されている種々の健康関連QOL評価手法の有効性

を種々の検証フィールドにおいてしてきた．下記に

その成果と今後の課題を簡潔にまとめる． 

1) PMによるOQL評価に対して，包括的評価指標で

もあるSF-36™は適用が難しい．  

2) 一方で，LSAは生活空間の拡大を表現できる点

で有用ではある．しかし，身体機能の回復の程度を

評価する指標であるため，活動空間を構成する活動

目的や利用モード，具体的目的地などを考慮するこ

とができない． 

3) この課題を補うのがICFであるが，質問内容やポ

イントの与え方などに恣意性が入る恐れがあり，客

観性に課題がある． 

4) 高齢社会の中でPMを今後の交通モードの一つと

してどのように位置付けるかについては，ICFの概

念的基礎にもなっているCapability Approachに基づ

いたQOL評価が必要である． 

5) その際，PMの提供するサービスによって「××

目的で○○へ行くことができる」などをfunctioning

とし，その集合であるcapabilityの構造を特定化する

ことが求められる． 

6) そのためにも，種々の実証フィールドで主観的

QOL評価調査を積み重ねていく必要があろう． 
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AN EXPERIMENTAL STUDY ON POSSIBILITY OF QOL IMPROVING 
BY USING PERSONAL MOBILITY IN AN AGING SOCIETY 

 
Shoshi MIZOKAMI, Hidetoshi KAWASHIMA, Hisamitsu OHMORI, 

Chizuru NAGATA, Shinichi NOJIRI and Tadahiro YAGUCHI 
 

For aging people whose physical function has declined, it is important to prepare a certain transport 
device compensated with the decline in moving capability in order to move and lead an independent life 
according to their mind. Personal Mobility (PM) like electric carts seems to be very useful as its transport 
device.  However, it cannot be popular with open market yet, so it is necessary not only to discuss a new 
use for it but also to make clear its effects on the change of the Quality of Life for ageing people in 
advance.  The difference in the Quality of Life from the viewpoint of health-welfare between before and 
after using PM in their daily life is inspected.  
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